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浦安保育フォーラムアンファン緊急号 
担当 入船外部担当 中畑 

10月27日に浦安市長選が行われます。今回の市長選は、今後の保育施策に大きな影響を与えるものとして、父母会としても関心を寄せていま

す。そこで、10月18日（金）に「市長選 候補者を囲む会」を開催し、候補者（松崎 秀樹氏、熊川 賢司氏）両名をそれぞれお招きし、以下

の質問事項について回答を頂きました。なお全文につきましては、近日中に浦安保育フォーラムのＨＰ（http://www.urayasu-hoiku.net/）に
掲載します。また、追加としまして、１０月１２日（土）浦安市長選 公開討論会の資料の中から、子育て支援関連の部分も併せて掲載しました。 

 

質問項目 

１．幼保一元化について 
両候補者共通の公約である幼保一元型施設「こども園」の実現に向けての具体的意見や構想をコメントく

ださい。 
回答（熊川氏） 

『幼稚園と保育園、文部科学省と厚生労働省の管轄の違い以外に何がちがうのでしょうか。』という疑問を私は持っています。 

こうしたことから、幼稚園と保育園を一つにできないものかと考え、提案させていただいています。 

新しい明海の保育園用地と高洲の幼稚園用地については、市立の『子ども園』として整備していきたいと考えており、その他の地区では、既存の

市立幼稚園での3年保育の実施と保育時間の延長を行い、その後、余裕教室のある幼稚園を『子ども園』としていきたいと考えています。 

回答（松崎氏） 

私が考える『子ども園』とは、少子化の中で一人ひとりの子ども達が健やかに育つ環境を整備し、特に女性の多様な社会参加を支援するため、一

つの施設で0才から2才までは保育園サービスを提供し、3才から5才までは幼稚園教育と、必要な子どもへの保育を行う施設です。 

現状では、本市は保育需要への対応と新町での幼稚園整備が課題であり、法制度や国の補助の制限はあるものの緊急の保育園や、幼稚園の整備に

おいて民間を活用し、できるだけ保育と教育の多様な機能を備えることを目指すとともに、今後、幼稚園の統廃合や、新設保育園ならびに幼稚園

の新設の中で『子ども園』の設置を進めていきたいと考えています。 

 

２．保育所の新増設について 
待機児童は来年度末には 300名を軽く超えることが予想されます。計画されている第 8・9保育所の定員
170名ではまだまだ不十分です。緊急保育 5ヵ年計画の前倒しの早急な実施と待機児解消には定員超過に
よる入所児童の受入ではなく、公立または社会福祉法人設立の認可保育所の新・増設を図ること 
回答（熊川氏）ＹＥＳ 

場当たり的な対応では解決しない問題で、先を考えて施設整備を進めていく必要があると考えます。ただ、現在進められている事業を中止するこ

とは、待機児童の状況から行うべきではないと思いますが、子どもたちが暫定的な施設に通園する状況を一刻も早く是正し、きちんとした施設を

整備していくべきであると考えます。 

回答（松崎氏）ＹＥＳ 

私は、保育を必要とする児童が増加している現状を踏まえ、平成14年2月に『緊急保育5ヵ年計画』を作成し整備を進めています。『緊急保育5

ヵ年計画』では、平成 15年 4月の保育を必要とする児童数を１４６１人と推計しています。平成 14年 4月の入園児童数は、１２３８人であり、

今後、１月に開設する海園の街保育園（第８保育園）が５０人、さらに、平成１5年7月には弁天で第9保育園（『緊急保育5ヵ年計画』には入

っていない新規整備です。）を１１０人定員で開設します。その後、平成１６年度に浦安駅前子ども・高齢者施設で５０人、１７年度に幼稚園転

用保育園に１１０人、富士見地区私立保育園に１１０人、平成１８年度に新浦安駅前複合施設保育園１１０人を計画しています。これにより保育

園の定員は５４０人増え待機児ゼロが図れるものと考えています。なお、保育園の設置あるいは運営については、質の確保を大前提として、社会

福祉法人などを考えています。 
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３．公立保育所の企業委託について 
公立保育所の安易な企業委託は公的保育制度の根幹に変質をもたらす重大な意味を持っています。企業参

入によって、安価な労働力による画一的なマニュアル保育により保育の質の低下、そして子どもたちの発

達保証が損なわれることが懸念されます。今後の保育所の設置認可は企業ではなく、現行どおり公的保障

での拡充を図ること。 
回答（熊川氏）公立保育園の企業委託についてはNOで、下の文章はYES 

私の考え方の基本となるものは、福祉と教育については、行政が責任を持つべき分野であるということです。行政運営の中で採算性ということを

考えていくことは大切であると思いますが、採算性を度外視してでも必要なことを実施していくということは、行政の基本であると考えます。 

 

回答（松崎氏）NO 

私は、多様化・複雑化する市民ニーズや新たな行政課題に対し、民間事業者の専門的なノウハウを活用することにより、経費の節減や市民サービ

スの向上などが図られる事業においては、公益性の担保には十分配慮しつつ積極的に民間活用を図っていきたいと考えております。保育園の委託

については、事業の実施において、保育の質の確保のためには、公・民にかかわらず第三者評価と情報公開などの仕組みが大切であると考えてお

り、今後その体制の整備を図っていきたいと考えています。企業の参入についても、個々の事業者の理念や実績を評価しながら対応していきたい

と考えています。 

４．保育料について 
深刻な不況のため、高額な保育料が父母にとって大きな負担となっています。保育所に子どもを預け働く

父母に対して保育料の軽減をはかるとともに、リストラ等で経済的困難となった父母に対して年度途中か

らの保育料軽減措置を講じること。 
回答（熊川氏）ＹＥＳ 

保育料の軽減という意味からも、『子ども園』は必要であると思います。ただし、リストラされた方という基準が曖昧であることから、なんらか

の基準をつけた上で、軽減措置を取っていく形となるのではないでしょうか。 

回答（松崎氏） 

保育料については、保育園利用者の経済的負担を軽減するため、本市では、国の基準額よりも低く押さえており、平成５年度より増額もしていま

せん。今後も社会情勢などを考慮し、対応していきたいと考えています。 

５．保育所の職員配置の改善について 
保育所では保育時間の延長や乳児保育・障害児保育や定員超過・正規職員退職の不補充により、非常勤・

パート・臨時職員が増え、半数以上が非正規職員で占める状況です。正規職員への負担増や不安定雇用で

研修制度がない経験の浅い非正規職員での保育の質に懸念されます。一人一人に目を向けられる保育の実

現のため常勤保育士の総数の割合は最低基準上の定数の8割以上とすると共に、非正規職員の質の向上を
はかること。そして、定員を超えた受入や多様化する保育要求の受入そして地域の子育て支援に対応した

職員の配置（特に 1歳３歳）を行なうこと。 
回答（熊川氏）ＹＥＳ 

子どもたちにとってより良い環境を作っていくことが必要であると思っています。そのためには、単に預けられれば良いということではなく、受

け入れる側にもそれなりの体制、意識というものがなければいけないと考えます。 

回答（松崎氏） 

浦安市では国配置基準に比べ、１歳・３歳あるいは障害児保育などにおいて職員を多く配置しています。現在、通常の保育時間は、８割以上が常

勤職員となっており、非常勤職員のほとんどは朝・夕の時間外保育士です。今後とも、保育の質を高めるため、常勤・非常勤に関わらず職員研修

の充実を図っていく考えです。また、一時保育や地域の子育て支援など多様化する保育需要に対しての職員配置についても充分配慮してまいりま

す。 

６．無認可保育所について 
待機児童が増加するなかで無認可保育所はその受け皿として重要な社会的役割を果たしています。一定
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基準を満たした無認可保育所へのより一層の補助制度の実施と拡充を行なうと共に保育の質を向上する

施策を図ること。 
回答（熊川氏）ＹＥＳ 

無認可保育所の果たしている役割というものは、現状では非常に大きなものであると思っています。特に、一定の基準を満たしている無認可保育

所については、何らかの支援を行っていくべきであり、認可保育所に通うことができず、やむを得ず通っている場合もあることから、通所してい

る保護者の負担を軽減していくことも考えていきたいと思っています。 

回答（松崎氏） 

認可外保育園が、保育需要の受け皿となっていることは理解しますが、まず認可保育園の増設を優先的に行っていきたいと考えています。その上

で今後、認可外保育園の増設を優先的に行っていきたいと考えています。その上で今後、認可外保育園が担う役割を見極め、補助のあり方を検討

していきたいと考えています。また、保育の質については、今後、より一層の向上を図っていくため、市立保育園との連携による研修などをおこ

なっていきたいと考えています。 

※認可外保育所に入園している児童の保護者に対しては、簡易保育所通園児童補助金（児童一人につき、３歳未満月額１７０００円、３歳以上月

額９０００円）を交付しています。 

７．幼稚園預かり保育について 
現在の公立幼稚園の預かり保育は実施園が少なく、保育時間や給食がないなど保育所からシフトのイン

センティブとしては内容が不十分です。実施園を増やし保育園同レベルの保育内容にすること。 
回答（熊川氏）ＹＥＳ 

幼稚園での預かり保育については、すこし疑問を持っています。 

その疑問とは、なぜ、幼稚園の保育時間を延長しないのかということです。まず、幼稚園の時間延長をおこない、その後、同一施設を使う形での

幼稚園と保育園をあわせた『子ども園』として移行できればよいのではないかと考えます。ただ、その移行の過渡期については、預かり保育のよ

うな事業も必要になるのではないかと思います。 

回答（松崎氏） 

私は、平成１３年度より市内公立3園で預かり保育を始めました。現在、3園（若草・舞浜・美浜北）で行っている預かり保育では、定員１２０

人中、通年の利用者は約５０％で、その多くは保護者の就労により利用されています。現在の公立幼稚園で、保育園と同じ内容のサービスを行う

場合、預かり保育対象児のみの給食提供、専用室の確保、費用負担など考慮すべき点もあり、今後の預かり保育の位置付けを見極め対応していき

たいと考えています。 

８．学童保育について 
学童保育は法制化されたもの、公的責任があいまいで施設や指導員の最低基準が不明確などの問題点が

あります。また学童での待機児が今後深刻になるなど現在の制度では不十分です。市の放課後児童育成

事業を拡充し、施設・指導員のための制度を拡充すること。 
回答（熊川氏）ＹＥＳ 

児童育成クラブ事業については、責任の所在があいまいである、そして、指導員の資質の向上が求められている、というお話はこれまでお会いし

た方たちからお聞きしています。こうしたことから、私は、今の運営方式ではなく、船橋市のようにきちんとした形で行政が責任を負うべきであ

ると考えています。全クラブへの責任指導員の配置を進めていくべきあると考えています。また、施設整備にあたっては、障害者対応ということ

ではなく、すべての人が使いやすいユニバーサルデザインを導入してきたいと考えております。定員の問題については、保育園の待機児が増加し

ている現状を考えれば、今後、児童育成クラブの需要が高まってくるものと容易に推測できることから、足りない部分については、定員増すべき

だと思います。 

回答（松崎氏）ＹＥＳ 

私は、学童保育の充実は大変重要であると考えており、これまでの委託料の増額や、指導員の増員、施設の拡充などに取り組んできました。今後

とも児童保育の充実を図ってまいります。 

※ 委託料の推移 

10年度：約５８００万円 １１年度：約７８００万円 １２年度：約７８００万円 １３年度：約９７００万円 １４年度：約１億８８０万円 
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９．アカンタビリティーと市民の参画について 
堀江幼稚園への分園計画や第８保育園設置の問題に見られるように、行政の施策の実施には、市民一般

への十分な情報の提供と公開の上で十分な議論を尽くし、合意の形成を図る必要があります。今後の保

育所整備及び子育て支援施策の企画立案実施に当たっては、市民のＰＩ（public involvement:公共への
参画）手法を取り入れ、市民の参画を前提に行なうこと。 
回答（熊川氏）ＹＥＳ 

ある日突然に有無をいわさないかたちで、事業が提示される例があまりにも多すぎます。市民にきちんとした説明をし、そして、コスト面等の提

示もした上で、事業を実施していくべきであると思います。特に、こども達に関する施策については、今後の子どもたちの成長、人間形成に大き

く影響するものであるということを認識して、より市民の皆さんが望んでいる形に近づけたいと思います。 

回答（松崎氏）ＹＥＳ 

保育園整備や子育て支援施策を行う上で、当事者をはじめとし、広く市民への情報提供を行い、市民の参画により進めていくことが重要であると

考えています。 

 

２００２年１０月１２日 浦安市長選 公開討論会資料にて 
質問 子育て支援 
現在、認可保育園の待機児は２０８名（８月１日現在）となっています。また、幼児虐待など、孤立せざ

るを得ない育児環境も見過ごせません。男女共同参画も含め、問題点と施策をお聞かせください。 

 

松崎氏 

これからの浦安市のような都市部での子育ては、地域で支えていくべきと考えています。育児不安や負担を軽減するエンゼルヘルパーや、一時預

かりの充実や、子育て支援センターの拡充など、サポート体制の強化を図ります。また、女性の様々な社会進出を支えるためにも、また子供たち

の豊かな成長のためにも、縦割り行政の枠を取り払った幼稚園と保育園を一体化させた『こども園』で幼児教室を行っていきます。深刻な保育園

の待機児問題は、緊急な課題であると認識し、今年２月に『緊急保育５ヵ年計画』を策定し保育の整備を急いでいます。さらに、一人でも多くの

待機児を早急に解消したいとの思いから、この計画とは別に、暫定施設として、弁天地区に１１０人規模の『（仮称）第９保育園』を来年７月に

開設する予定です。これにより、来年１月に開設する『海園の街保育園』の５０人とあわせ、１年以内に１６０人の待機児解消を目指します。な

お、今後も、可能な限り前倒しして、一日でも早く保育園待機児を解消したいと考えています。また、複雑化・深刻化を深める子どもと家庭の問

題に対応する施設として、今年１０月に『こども家庭支援センター』を発足させ、児童虐待だけでなくＤＶなど複雑に絡み合う問題に、緊急に対

応できるようにします。 

 

熊川氏 

児童福祉、子育て支援、ＤＶや幼児虐待。これらは、すべて人権をどう擁護するかという問題として捉えるべきであると考えます。人々の価値観

が多様化している中、これまでのような一律での対応では解決できないと思います。選択肢の中から、子どもに合った環境を選べるようにするこ 

と、子育ての方法を選べるようにすることなど、こうしたことを少しずつでも実現させていくことにより、人権は護られていくのではないでしょ

うか。暫定的なプレハブの保育室や集会施設の転用が子どもにとって良い環境であるはずがありません。保育園の絶対数が足らない今、すでに確

保されている明海の保育園用地や高洲の幼稚園用地に、一刻でも早く幼稚園と保育園の長所を生かした市立の『子ども園』を建設しなければいけ

ないと考えます。そして、女性の社会進出を応援するためにも、幼稚園の３年保育を実施し、その後、保護者の方の声を聞きながら、幼稚園と保

育園の『子ども園』への移行を進めます。ＤＶ対策として、相談体制をより充実させ、加害者の意識改造のための指導体制を整えた常設の緊急避

難場所を整備します。そして、幼児虐待についても、所管を越え、市で積極的に幼児、児童の保護を進めていきます。 


